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別紙２ 

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業） 

 

第１ 事業の内容 

本事業の内容は、次のとおりとし、補助対象機械装置は別表１、補助対象経費及

び補助率は別表２のとおりとする。 

 １ 畜産経営等強化支援事業 

畜産クラスター計画に基づく取組を行う者が生産コストの低減、畜産物等の高付

加価値化、畜産物等の新規需要の創出及び飼料自給率の向上を通じた畜産経営の収

益性の向上等に必要な機械装置を導入する場合及び飼料生産組織が飼料自給率の

向上及び経営の高度化に必要な機械装置を導入する場合に、その負担の軽減を図る

ために行う当該機械装置の導入に必要な費用の一部の補助 

 

 ２ 推進指導事業 

１の事業の円滑な推進を図るために行う事業推進会議の開催、事業の推進、指導、

調査等 

 

第２ 事業実施主体 

本事業の事業実施主体は、要綱第４の４の基金管理団体とする。ただし、地域に

おける取組状況その他の事情に鑑み、事業の円滑な運営のため必要と認められる場

合には、基金管理団体は、本事業を実施する都道府県ごとに、要綱第４の５に基づ

く公募を行うものとし、当該公募により選定された公募選定団体を事業実施主体と

するものとする。 

 

第３ 機械装置の導入 

 １ 導入方式 

第１の１による機械装置の導入に対する補助は、次のいずれかの方式により行う

ものとする。 

 （１）購入方式 

中心的な経営体（要綱第４の３の中心的な経営体をいう。以下同じ。）が機械

装置を購入して導入する場合に、当該導入に係る畜産クラスター計画を策定した

要綱第４の１の畜産クラスター協議会（以下「協議会」という。）に対して、当

該機械装置の取得に必要な費用の一部を補助する。 

 （２）リース方式 

中心的な経営体が機械装置をリースにより導入する場合に、当該機械装置の貸

付者（基金管理団体が別に定めるリース会社等をいい、３の規定により貸付主体

に貸し付ける者を含む。以下「リース事業者」という。）に対して、当該機械装

置の取得に必要な費用の一部を補助する。 

 ２ 取組主体 

第１の１により機械装置を導入する者（以下「取組主体」という。）は、畜産ク

ラスター計画において中心的な経営体として位置付けられた者であって、（１）の

アからシまでのいずれかに該当し、かつ、（２）の要件を満たす者及び本要領別紙

４の第１の２又は３の事業を取り組む者であって施設整備と一体的に機械装置を

導入する者とする。 

（１）取組主体の対象者 
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ア 畜産を営む者（法人化しているものを除く。） 

イ 農事組合法人（農業協同組合法（昭和 22 年法律第 132 号）第 72 条の 10第１

項に規定する事業を行う法人をいう。以下同じ。） 

ウ 農事組合法人以外の農地所有適格法人（農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第

２条第３項に規定する法人をいう。以下同じ。）。 

エ 株式会社又は持分会社であって、農業（畜産を含む。）を主たる事業として

営むもの。ただし、以下の（ア）又は（イ）に該当するものは除く。 

（ア） 資本の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ常時使用する従業員の数が

300 人を超えるもの 

（イ）その総株主又は総出資者の議決権（株主総会において決議することができ

る事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決

権を除き、会社法第 879 条第３項の規定により議決権を有するとみなされる

株式についての議決権を含む。）の２分の１以上が（ア）に掲げるもの（ウ

又はケに該当するものを除く。）の所有に属しているもの 

オ 特定農業団体（農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 23 条第

４項に規定する団体をいう。） 

カ 事業協同組合、事業協同組合連合会（定款において、農業（畜産を含む）の

振興を主たる事業として位置付けているものに限る。） 

キ 公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人又は一般財団法人（寄附行為又

は定款において、農業（畜産を含む）の振興を主たる事業として位置付けてい

るものに限る。） 

ク 公社（地方公共団体が出資している法人をいう。） 

ケ 土地改良区 

コ 農業者の組織する団体（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営について

の規約の定めがある団体に限る。以下「農業者団体」という。） 

サ ３戸以上の農業（畜産を含む）を営む個人が構成員となっている任意団体で

あって、次の（ア）及び（イ）の要件に適合するもの 

（ア）農業（畜産を含む）を営む個人が直接の主たる構成員であること 

（イ）当該団体の規約が次に掲げる事項の全てを満たしていること 

ａ 共同利用施設等の整備等を図ることにより畜産経営の生産性向上に資

する旨の目的が規定に盛り込まれていること 

ｂ 代表者、代表権の範囲及び代表者の選任の手続を明らかにしていること 

ｃ 意思決定の機関及びその方法について定めがあり、意思決定に対する構

成員の参加を不当に差別していないこと 

ｄ 共同利用施設等の利用法が公平を欠くものでないこと 

ｅ 収支計算書、会計帳簿を作成している等財務及び会計に関し必要な事項

を明らかにしていること 

シ 上記アからサまで以外の法人であって、自給飼料の生産を主たる事業として

営む飼料生産受託組織（以下「コントラクター」という。）であり、飼料の生

産を委託する畜産農家との間で、長期（３年以上）の受委託に関する協定を締

結するもの 

 （２）取組主体の要件 

ア 取組主体は、次のいずれかを満たすもの（イの飼料生産組織を除く。）とす

る。 

（ア）（１）のアに該当する者であって、農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法
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律第 65 号）第 12 条第 1 項の規定に基づく認定を受けたもの又は同法第 14

条の 4 の認定を受けた者であって、現に就農し、又は就農することが確実で

あるもの（以下「新規就農者」という。） 

（イ）（１）のイからオまでのいずれかに該当するもの 

（ウ）（ア）又は（イ）に該当する２者以上で構成する集団 

（エ）（１）のカ、キ又はコに該当する者であって、自ら家畜の飼養（委託によ

る場合を含む。）を行うもの 

イ （１）のイからシまでのいずれかに該当する飼料生産組織（コントラクター

又はＴＭＲセンター（完全混合飼料等の飼料生産組織をいう。）を営む者その

他の飼料生産組織をいう。）であって、次の（ア）から（ウ）までのいずれか

に取り組むもの 

（ア）導入した機械装置を用いた作業の受託面積（自ら飼料を生産している組織

にあっては飼料生産作業面積を含む。以下同じ。）を、目標年度（事業実施

年度から３年度目。以下同じ。）までに、機械装置の導入年度の前年度又は

過去３か年の平均の実測値（現状値）より、北海道では 20ha 以上、都府県

では 10ha 以上拡大すること。ただし、新規組織については、受託面積を、

目標年度までに、北海道では 20ha 以上、都府県では 10ha 以上とすることと

する。 

（イ）導入した機械装置を用いた収穫量の増加等の取組により、目標年度までに、

過去３か年の平均の実測値（現状値）より、収穫量（ＴＤＮベース）をおお

むね 10％以上増加させること。ただし、新規組織を除くものとする。 

（ウ）導入した機械装置を用いて調製される混合飼料等について、目標年度まで

に、当該組織又は受益農家が給与する飼料中の飼料自給率（ＴＤＮベース）

の値が、機械装置の導入年度の前年度又は過去３か年の平均の実測値（現状

値）より、次のそれぞれの値以上増加すること。なお、粗飼料と濃厚飼料の

両方を調製する飼料生産組織にあっては、次のａ及びｂの双方の基準を満た

すこと。 

ａ 粗飼料を調製する場合 

（ａ）現状値 80％未満     ・・・・・・５ポイント 

（ｂ）現状値 80％以上 85％未満 ・・・・・・４ポイント 

（ｃ）現状値 85％以上 90％未満 ・・・・・・３ポイント 

（ｄ）現状値 90％以上 95％未満 ・・・・・・２ポイント 

（ｅ）現状値 95％以上         ・・・・・・増加すること 

（ｆ）現状値 100％          ・・・・・・維持すること 

ｂ 濃厚飼料（飼料用米等）を調製する場合 

（ａ）現状値 10％未満         ・・・・・・３ポイント 

（ｂ）現状値 10％以上 15％未満 ・・・・・・２ポイント 

（ｃ）現状値 15％以上 20％未満 ・・・・・・１ポイント 

（ｄ）現状値 20％以上     ・・・・・・増加すること 

３ 機械装置の再貸付け 

 （１）貸付主体 

畜産業の振興を目的とする次に掲げる法人は、取組主体に対して機械装置を貸

し付ける目的で、リース事業者から機械装置を借り受ける者（以下「貸付主体」

という。）となることができる。 

ア 公益社団法人 
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イ 公益財団法人 

ウ 一般社団法人 

エ 一般財団法人 

オ 事業協同組合 

カ 事業協同組合連合会 

キ 農業者団体 

 （２）再貸付の要件 

ア 貸付主体は次のいずれかに該当する場合に限り、取組主体に機械装置の再貸

付けを行うことができる。 

（ア）複数の取組主体に対して、同一の機械装置を貸し付ける場合であって、貸

付主体が機械装置の管理を行うことに取組主体の経営上の合理性があると

認められる場合 

（イ）その他再貸付を行うことが、取組主体の収益性の向上のために必要である

と当該取組主体の所属する協議会が認める場合 

イ 貸付主体は、再貸付を行う場合、貸付を受ける取組主体の所属する協議会の

事務局に、その旨を報告するものとする。 

 

第４ 補助対象機械装置の範囲 

１ 第１の１の事業において補助対象となる機械装置（以下「補助対象機械装置」と

いう。）の範囲は、別表１に掲げるとおりとする。 

２ 補助対象機械装置は、一般に市販されているものを対象とし、試験研究のために

製造された機械装置については、補助対象としないものとする。 

３ 補助対象機械装置は、原則として新品を対象とする。ただし、協議会が必要と認

める場合には、中古品を対象とすることができるものとする。この場合における補

助対象機械装置は、その導入時において、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数

に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数をいう。以下同じ。）

から経過年数を差し引いた残存期間（年単位とし、１年未満の端数は切り捨てる。）

が２年以上であるものに限るものとする。 

４ リース方式で導入する場合の補助対象機械装置は、リース事業者がその通常の事

業においてリース物件として貸し付けているものとする。 

５ 国又は独立行政法人農畜産業振興機構の事業（以下「国庫補助事業等」という。）

において補助金等の交付を受けている機械装置は、本事業の対象から除外する。 

 

第５ 事業の実施等 

１  事業実施要領の作成 

  （１）第２のただしにより選定された事業実施主体は、実施する事業の趣旨、内容、

仕組み、取組主体等の選定、消費税及び地方消費税の取扱い、補助金の交付手続

き、実施状況の報告、事業の評価その他の必要な事項を定めた事業実施要領を作

成し、基金管理団体へ提出するものとする。 

（２）基金管理団体は、（１）により提出のあった事業実施要領について取りまとめ、

畜産局長に提出し、畜産局長の承認を受けるものとする。基金管理団体は、これ

らの承認を受けた場合には、その旨を事業実施主体に通知するものとする。 

    また、事業実施要領の変更についても同様とする。 

 ２ 事業参加要望 

（１）協議会は、別記様式第１号により協議会の構成員である取組主体及び貸付主体



- 5 - 

 

（以下「取組主体等」という。）が畜産クラスター計画に基づいて導入しようと

する機械装置の要望を事業参加要望書として取りまとめ、都道府県と協議の上、

事業実施主体に提出する。この場合、協議会は、取組主体等ごとに導入を希望す

る機械装置の規模、数量及び既存の機械装置がある場合の追加導入について、真

に必要性のあるものにつき導入を行うよう取りはからうものとする。 

   なお、都道府県との協議は、事業実施主体（５により事業実施主体が事業を委

託している場合にあっては、当該委託先）を経由して行うものとし、事業実施主

体は都道府県ごとの事業参加要望書を取りまとめ、都道府県に提出するものとす

る。 

（２）協議会は、（１）の事業参加要望の取りまとめに当たり、別添の「機械導入事

業の優先順位の決定に係る基本方針」及び都道府県からあらかじめ示されるこれ

に相当する方針（以下「基本方針等」という。）を踏まえ、機械導入を希望する

取組主体等の間の優先順位を決定するものとする。 

（３）都道府県は、（１）の協議に際し、（２）の基本方針等に基づき、事業参加要

望書に対して必要な意見を表明することができるものとする。 

（４）（３）の都道府県による意見表明があった場合には、協議会は事業参加要望書

について、必要な修正を行わなければならない。 

（５）都道府県は、事業参加要望書を提出した協議会の畜産クラスター計画について、

本要領別添１の「畜産クラスター計画に係る総合評価基準」に基づき実施した総

合評価（別紙１の第８の１の（３）で実施した総合評価を含む。以下「総合評価」

という。）を実施し、その結果を事業実施主体に通知するものとする。 

 ３ 事業実施計画の作成等 

（１）事業実施主体は、事業参加要望書を取りまとめ、別記様式第２号により事業実

施計画書を作成するものとする。なお、第２のただし書きにより選定された事業

実施主体にあっては、作成した事業実施計画を基金管理団体に提出するものとす

る。 

（２）基金管理団体は、作成した事業実施計画と併せ、（１）により提出のあった事

業実施計画書を取りまとめ、当該事業参加要望書を提出した協議会の畜産クラス

ター計画の総合評価結果を添えて、畜産局長に提出し、承認を受けるものとする。 

（３）基金管理団体は、（２）の承認を受ける際に、畜産局長と協議の上、配分予定

額を決定し、事業実施主体に通知するものとする。 

（４）事業実施主体は、（３）の配分予定額の通知を受けた場合は、都道府県及び協

議会に通知するものとする。 

（５）基金管理団体は、（２）で承認を受けた事業実施計画に次に掲げる重要な変更

がある場合には、（２）に準じて変更の承認を受けるものとする。 

ア 事業の中止又は廃止 

イ 事業費の 30％を超える増減 

ウ 補助金の交付決定額の増加を伴う事業費の増 

 ４ 事業参加申請書の作成・承認 

（１）協議会は、３の（２）の通知を受けた配分予定額の範囲内で、事業参加要望書

で決定した取組主体等の優先順位に基づいて取組主体等を選定するものとする。 

（２）協議会は、（１）により選定した取組主体等から提出のあった事業参加申請に

必要な書類等を別記様式第３号により取りまとめ、畜産クラスター計画を添えて

事業実施主体に申請するものとする。 

（３）購入方式で機械装置を導入する協議会は、（２）の事業参加申請に当たって、
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あらかじめ次の内容について、都道府県の確認を受け、その結果を添えて申請す

るものとする。 

ア 協議会が補助金の経理に関する規約、事務処理規程等を定め、補助金及び事

務の取扱いが明確となっていること。 

イ 機械装置の購入を希望する取組主体の資金計画について、金融機関等が発行

する預金残高証明書又は融資証明書等により、支払可能であることが確認され

ていること。 

ウ 「強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプ

における費用対効果分析の実施について」（平成 31 年４月１日付け 30 食産第

5396 号、30 生産第 2221 号、30 政統第 2195 号農林水産省食料産業局長、農林

水産省生産局長、農林水産省政策統括官通知）に準じて、費用対効果分析が実

施され、投資効率等が十分検討された上で、当該機械装置の導入による全ての

効用によって全ての費用を償うことが見込まれていること。 

（４）事業実施主体は、必要な書類等の確認を行った上で、取組主体等ごとに事業参

加承認を行い、協議会に通知する。 

 ５ 事業の委託 

事業実施主体は、本事業の一部を他の団体に委託して行うことができるものとす

る。この場合、事業実施主体は、あらかじめ委託の趣旨、内容、仕組み、委託先、

手数料等を定めた事業委託要領を作成し、基金管理団体及び畜産局長に報告（ただ

し、基金管理団体が事業実施主体の場合は、畜産局長のみ報告。）するものとする。 

 ６ 補助対象経費及び補助方法等 

事業実施主体は、予算の範囲内において、別表２に定める補助対象経費及び補助

率により、第１に規定する事業の実施に要する経費につき補助するものとする。 

 ７ 機械装置の導入に係る留意事項 

 （１）共通 

ア 導入する機械装置の選定に当たっては、過剰な投資とならないよう、利用規

模に即した適正な機械装置を選定するものとする。 

イ 導入する機械装置の購入先の選定に当たっては、当該機械装置の希望小売価

格を確認するとともに、一般競争入札を実施し、又は三者以上の業者から見積

もりを提出させること等により、事業費の低減を図るものとする。 

ウ 取組主体等は、導入する機械装置の性質に応じて、リース事業者等とのメン

テナンス契約を締結する等、導入する機械装置の導入による効率的な成果の発

現に努めるものとする。 

エ 取組主体等が国庫補助事業等により機械装置の導入に対する支援を受けてい

た実績がある場合は、法定耐用年数（減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数）の期間内における当該補助

事業の成果目標の達成状況等を十分に考慮するものとする。 

オ 導入する機械装置は法定耐用年数以上利用するものとする。 

 （２）購入方式の場合 

ア 取組主体は、補助の対象となる機械装置について、動産総合保険等の保険（盗

難補償を必須とする。）に加入するものとする。 

イ 取組主体は、導入した機械装置の管理状況を明確にするため財産管理台帳を

整備してこれを保管するものとし、機械の導入を行った場合は、その写しを速

やかに協議会に提出するものとする。協議会は、取組主体から提出のあった財

産管理台帳の写しに基づき、財産処分制限期間中の機械装置の利用状況を確認
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するとともに、本事業の適正かつ確実な実施の確保に努めるものとする。 

 （３）リース方式の場合 

   ア 貸付期間 

     貸付対象機械装置の貸付期間は、次のいずれかの方法により定めるものとす 

る。 

（ア）貸付期間終了後に貸付対象機械装置の所有権を移転する場合 

   貸付対象機械装置の貸付期間は、１年から法定耐用年数までの範囲内（中

古品の場合は、法定耐用年数から経過年数を差し引いた残存期間とする。）

で、リース事業者が貸付期間終了後に貸付対象機械装置の所有権を取組主体

等に移転することを前提に、基金管理団体が別に定めるものとする。 

   なお、貸付期間が法定耐用年数未満である場合は、取組主体等に所有が移

転された後、取組主体等において財産管理台帳を整備し、これを保管するも

のとする。 

（イ）貸付期間終了後に貸付対象機械装置の所有権を移転しない場合 

   貸付対象機械装置の貸付期間は、法定耐用年数（中古品の場合は、法定耐

用年数から経過年数を差し引いた残存期間とする。）とする。 

   なお、貸付期間終了後の貸付対象機械装置の取扱いについては、基金管理

団体が別に定めるものとする。また、再リースを行う場合にあっては、貸付

対象機械装置の購入に要する経費の一部が補助されることから、この事業の

趣旨を踏まえ、再リース料を設定するよう、事業実施主体がリース事業者を

指導するものとする。 

イ 貸付期間終了後の貸付対象機械装置の所有権の移転 

リース事業者は、貸付対象機械装置について、アに基づく貸付期間終了後の

適正な譲渡額をあらかじめ設定していた場合において、当該機械装置に係る貸

付期間が終了したときは、当該譲渡額により取組主体等に当該機械装置の所有

権を移転することができるものとする。 

ウ 途中解約の禁止 

取組主体等は、貸付期間中のリース契約の解約はできないものとする。 

ただし、やむを得ず貸付期間中にリース契約を解約する場合は、未経過期間

に係る貸付料相当額を解約金として取組主体等がリース事業者に支払うものと

する。 

エ 貸付料の基準 

貸付料は、基本貸付料、附加貸付料等並びに消費税及び地方消費税とする。

なお、基本貸付料、附加貸付料等については次のとおりとする。 

（ア）基本貸付料 

   基本貸付料は、貸付対象機械装置の取得価額（消費税及び地方消費税を除

く。以下同じ。）から補助金額及び譲渡額を控除して得た額を当該貸付対象

機械装置の貸付期間で除して得た額とする。 

（イ）附加貸付料等 

   附加貸付料等は、リース契約締結時においてリース事業者が別に定める額

とする。ただし、リース事業者は、附加貸付料等を定めるに当たり、貸付対

象機械装置の購入に要する経費の一部が補助されることから、資金調達にか

かる金利相当分を低減するなど、この事業の趣旨を踏まえ、極力、低廉な額

とするよう努めるものとする。 

   オ 契約書類等の徴取 
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（ア）リース事業者は、リース契約の内容に貸付対象機械装置の取得価格と補助

金額を明記するものとする。 

（イ）事業実施主体は、リース事業者が取組主体等とリース契約を締結した場合

は、速やかにその契約に係る書類の写しを徴取するものとする。 

 

第６ 事業の実施報告 

１ 取組主体等は、機械装置を導入した場合は、原則として１ヶ月以内に事業実施主

体が定める報告書を作成し、協議会を経由して事業実施主体に提出するものとす

る。 

  事業実施主体は、その内容を取りまとめ、当該取組主体等が存する地域の属する

都道府県に対し、その実施状況を報告するものとする。 

２ リース事業者は、機械装置を貸し付けた場合は、取組主体が実績報告書を提出し

たことを確認の上、原則として貸付日から１ヶ月以内に事業実施主体が定める請求

書を作成し、事業実施主体に提出するものとする。 

３ 事業実施主体は、事業が完了したときは、別記様式第４号により事業の実績報告

書を作成し、基金管理団体に報告（ただし、基金管理団体が事業実施主体の場合は

除く。）するものとする。 

  ４ 基金管理団体は、３の報告を受けたとき及び事業実施主体として事業を完了した

ときは、別記様式第４号により事業の実績報告書を取りまとめ、畜産局長に報告す

るものとする。 

 

第７ 事業の推進指導等 

１ 事業実施主体は、基金管理団体及び畜産局長の指導の下、都道府県、協議会、関

係団体等との連携に努め、この事業の円滑な推進を図るとともに、他の補助事業等

との関連及び活用に配慮するものとする。 

２ リース事業者及び取組主体等は、事業実施主体の指導の下、都道府県、協議会、

関係団体等との連携に努め、この事業の円滑な推進を図るものとする。 

 

第８ 目標年度及び成果目標並びに事業評価 

要綱第７の２の畜産局長が別に定めるこの事業の目標年度及び成果目標並びに事

業評価は次のとおりとする。 

 １ 目標年度 

本事業の目標年度は、事業実施年度の翌年度とする。 

 ２ 成果目標 

目標年度における本事業の成果目標は、畜産クラスター計画に基づく取組による

成果として、次の（１）から（４）までのいずれかの成果目標を設定するものとす

る。 

（１）第１の１の事業を実施する者のうち、大規模経営（正規雇用者数が常時６人以

上（経営主の親、子、兄弟姉妹及び配偶者（以下「家族」という。）を除く。）

の経営体、常時農業従事者若しくは家族以外の者が議決権を有する株式会社又は

常時農業従事者若しくは家族以外の者を社員に含む持分会社をいう。以下同じ。）

にあっては、次のいずれかの成果目標を設定するものとする。 

ア 販売額の８％以上の増加 

イ 生産コストの８％以上の削減 
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ウ 農業所得又は営業利益の８％以上の増加 

（２）第１の１の事業を実施する者のうち、中小規模経営（大規模経営以外の経営体）

にあっては、次のいずれかの成果目標を設定するものとする。 

ア 販売額の５％以上の増加 

イ 生産コストの５％以上の削減 

ウ 農業所得又は営業利益の５％以上の増加 

（３）第１の１の事業を実施する者のうち、飼料生産組織にあっては、次のいずれか

の成果目標を設定するものとする。 

ア 販売額の５％以上の増加 

 イ 生産コストの５％以上の削減 

ウ 農業所得又は営業利益の５％以上の増加 

エ 自給飼料収穫量又は利用量の５％以上の増加 

（４）第１の１の事業について、別紙４の第１の２又は３の事業を取り組む者であっ

て施設整備と一体的に機械装置を導入する者の成果目標は、収益の５％以上の向

上とする。 

  ３ 成果目標の検証 

協議会は、２により設定した成果目標について、事業実施年度の翌年度の効果に

ついて検証を行い、別記様式第５号の事業成果報告書により、事業実施年度の翌々

年度の７月末までに事業実施主体に報告するものとする。 

成果目標の検証に当たっては、外的要因を排除するため価格補正を行った上で、

検証するものとする。ただし、予め価格を固定した契約取引など、市場の需給とい

った外的要因等による価格変動が生じないときは、価格補正を行わないことができ

るものとする。 

報告を受けた事業実施主体は、事業成果報告書を取りまとめの上、基金管理団体

に報告するとともに、都道府県ごとに事業成果報告書を取りまとめ、都道府県に報

告するものとする。 

  ４ 評価と指導 

事業実施主体は、３において成果目標を達成していない取組主体等について、改

善が見込まれないと判断した場合には、第 10 に規定する報告を求め、都道府県と

連携し、必要な指導を行うものとする。 

 ５ 基金管理団体は、４の評価の結果を畜産局長に報告するものとする。 

 

第９ 補助金の返還 

事業実施主体は、取組主体等、協議会又はリース事業者から補助対象機械装置の

処分制限期間中、当該機械装置の利用状況について報告を受け、その状況を把握す

るとともに、次に掲げる事由のいずれかに該当する場合において、正当な理由がな

く、かつ、改善の見込みがないと認めるときは、取組主体等又はリース事業者に対

して補助金の全部若しくは一部の返還を命じることができるものとする。 

（１）リース契約を解約又は解除したとき 

（２）取組主体等が経営を中止したとき 

（３）導入した機械装置が減失したとき 

（４）申請書等に虚偽の記載をしたとき 

（５）リース契約に定められた契約内容に合致しないことが明らかとなったとき 

（６）変更の届出、報告等を怠ったとき 
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第 10 調査及び報告 

１ 協議会は、第５の７の（２）のイにより確認した機械装置の利用状況について、

事業実施主体に対し、第８の３の事業成果報告書の報告時に併せて報告するものと

する。 

  報告を受けた事業実施主体は、都道府県ごとに機械装置の利用状況を取りまとめ、

基金管理団体及び都道府県に報告（ただし、基金管理団体が事業実施主体の場合は、

都道府県知事のみ報告。）するものとする。 

２ 畜産局長は、この要領に定めるもののほか、事業実施状況及び事業実績について、

必要に応じて、協議会、リース事業者等に対し調査し、又は報告を求め、若しくは

指導することができるものとする。 

３ 事業実施主体及び都道府県は、協議会、リース事業者及び取組主体等に対し、事業

実施状況及び事業実績について調査し、又は報告を求めることができるものとする。 

 

第 11 消費税及び地方消費税の取扱い 

１ 事業実施主体は、補助金の交付に当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税

等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消

費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する仕入れに

係る地方消費税率を乗じて得た額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以

下同じ。）がある場合は、これを当該補助金の交付申請額から減額して交付するも

のとする。 

 ただし、申請時において事業経費に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかで

ない場合は、この限りではない。 

２ 事業実施主体は、１のただし書に該当する場合、取組主体等からの事業実績の報

告は、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を補助金額から減額して報告

を受けるものとする。 

３ 事業実施主体は、実績報告書の提出を受けた後に、消費税及び地方消費税の申告

により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合は、事業に係

る仕入れに係る消費税等相当額報告書を速やかに提出させるとともに、その金額（２

の規定に基づき減額した場合は、その減じた金額を上回る部分の金額）を、返還さ

せなければならない。 

 なお、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合又

はない場合であっても、その状況等について、事業実施年度の翌年度の６月末まで

に、報告を受けるものとする。 

  

第 12 帳簿等の整備保管等 

事業実施主体は、この事業に係る経理については、他と明確に区分し経理すると

ともに、その内容を明らかにした帳簿及び関係書類を整備保管するものとする。 

なお、その保管期間は、事業の完了した年度の翌年度から起算して５年間とする。 

 

第 13 肉用牛・酪農重点化枠その他に係る特例 

第１から第 12 までに定めるほか、肉用牛・酪農重点化枠として実施する場合、飼

料増産優先枠として実施する場合、省エネ優先枠として実施する場合及び経営転換

推進枠として実施する場合にあっては、本要領別添３、別添５から別添７までのと

おりとする。 
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別表１ 

補助対象機械装置 

機械装置の区分 仕様等 

飼料給与関係機械

装置 

自動給餌機、自走式給餌機、自動給水機、ミキサーフィーダー、ベ

ールフィーダー、餌寄せロボット 等 

畜舎温度制御機械

装置 

換気装置、細霧装置、送風装置、冷房装置、暖房装置 等 

 

省エネ・電力安定

供給のための機械

装置 

ヒートポンプ、インバーター制御装置、効率的生産の継続に資する

機械装置、自家発電機、配電盤 等 

 

家畜飼養管理機械

装置 

発情発見機、分娩監視装置、その他個体装着型家畜管理装置、哺乳

ロボット、自動家畜分別機械装置、ふ卵関係装置 等 

搾乳関係機械装置 

 

搾乳ユニット自動搬送装置、搾乳ロボット、乳頭洗浄機、バルクク

ーラー、オートサンプラー 等 

衛生管理高度化機

械装置 

畜舎洗浄・清掃ロボット、ふん尿除去機械装置（自走式を除く）、

動力噴霧機、車両消毒装置、脱臭関係装置 等 

畜産物管理・加工

機械装置 

集卵装置、汚卵洗浄装置、食肉加工機械装置、乳製品加工機械装置、

検卵機械装置、選卵機械装置 等 

飼料播種・追播用

機械装置 
牧草播種機、追播種機、とうもろこし播種機、飼料用稲直播機 等 

飼料収穫・調製用

機械装置 

 

刈取機、反転機、集草機、梱包機、梱包格納用機械、フォーレージ

ハーベスター、とうもろこし収穫機、運搬機、サイレージ等取出・

積込機 等 

その他飼料生産関

係機械装置 
稲わら収集機、簡易土壌分析機器 等 
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補助対象機械装置 

機械装置の区分 仕様等 

スマート農業関連

機械装置 

畜舎温度管理制御システム、ＧＰＳガイダンスシステム 等 

 

草地等管理用機械

装置 

複合作業機を含み、草地等の管理・更新（除草、心土破砕、表層

撹拌又は作溝・穿孔、施肥、耕起、覆土、鎮圧等）に係る作業に

要する機械 等 

飼料調製用機械装

置 

 

TMR 等の混合飼料を調製するための混合・攪拌機、梱包解体機、

梱包格納用機械、コンベア及び作業管理システム機器、簡易飼料

分析機器 等 

飼料用米調製用機

械装置 

飼料用米加工・調製機（飼料粉砕機、加圧圧ペン処理機、造粒機、

発酵処理機、梱包機等）、飼料混合機 等 

放牧関連機械装置 電牧器、簡易畜舎（組立式）、移動式スタンチョン 等 

飼料保管装置 

 

飼料タンク、コンテナ、簡易飼料保管庫（延床面積 200 ㎡以下の

ものに限る。） 

エコフィード調製

・給与関係装置 

エコフィード調製装置、エコフィード給与装置、リキッドフィー

ド給与装置、簡易飼料分析機器、エコフィード運搬車（特装して

いるものに限る） 等 

堆肥調製散布関係

機械装置 

堆肥散布機、切返作業機、堆肥運搬車（特装しているものに限る） 

等 

 

（注意） 

 １ 補助対象機械装置には、汎用性のある運搬車両等は含まないものとする。 

 ２ 本表のほか、本表の機械装置と同様の効果があるものとして、都道府県知事が特に認めた

機械についても補助対象とする。 

  ３ 本事業により導入された機械装置については、飼料作物以外の作物生産に用する場合、飼



- 13 - 

 

料生産に支障を生じない範囲でその利用を可能とする。 

 ４ 農業機械の導入は、利用規模や作業能率の向上に即した適正な機械の選定を行うこと。 

 ５ 本表のほか、飼料増産優先枠で補助対象とする機械装置は本要領別添５の別表２のとおり

とし、省エネ優先枠で対象とする機械装置は本要領別添６の別表１のとおりとする。 
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別表２ 

 

事業名 

 

補助対象経費 

 

補助率 

 

１ 畜産経営等強化

支援事業 

 

 

 

 

中心的な経営体による機

械装置の購入又はリース

事業者によるリース物件

の取得に必要な経費 

 

 

1/2 以内 

 

 

 

 

 

２ 推進指導事業 

 

 

 

 

 

事業実施主体が１及び２

の事業の円滑な推進を図

るため、事業推進会議の

開催、事業の推進、指導、

調査等に必要な経費 

 

定額 
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別添 

機械導入事業の優先順位の決定に係る基本方針 

 

畜産・酪農収益力強化総合対策基金事業実施要領別紙２の第５の２の（２）の畜産ク

ラスター協議会が行う取組主体等の優先順位の決定及び都道府県が示す方針並びに同要

領別紙２の第５の２の（３）の都道府県が行う意見の表明は、次により行うものとする。 

 

１ 畜産クラスター計画（行動計画）との関係 

 

① 都道府県は、畜産クラスター計画に、機械の借受希望者である中心的な経営体

の取組及び効果が示されていることを確認する。 

② 都道府県は、④のⅰ）～ⅸ）のテーマについて、地域の実態に応じて優先順位

を付して提示することができる。 

③ 協議会は、取り組む政策課題に優先順位を付し、政策課題ごとに導入を希望す

る機械の優先順位を付すものとする。 

④ 政策課題は、酪農及び肉用牛の近代化を図るための基本方針等に示した次のも

のとする。 

   ⅰ）新規就農の確保、ⅱ）担い手の育成、ⅲ）労働負担の軽減、 

   ⅳ）飼養管理の改善等を通じた収益力強化、ⅴ）国産飼料の拡大、 

   ⅵ）畜産環境問題への対応、ⅶ）既存の生産基盤の有効活用、 

ⅷ）経営資源の継承、ⅸ）その他都道府県知事が定める課題 

 

２ 複数の中心的な経営体が同じテーマの取組を行う場合の優先順位 

 

畜産クラスター協議会が実現しようとする目的に応じて、テーマごとに次のいずれ

かの視点を選択し、その取組の実現可能性を考慮した上で、優先順位を決定するもの

とする。 

なお、次の視点によっても優先順位の決定が困難な場合には、「施設整備の事業計

画に係る総合評価基準」を参照し、優先順位を決定するものとする。 

 ① 機械導入を行う中心的な経営体の評価 

  （取組の継続性の視点） 

将来的に地域において経営の継続が期待され、地域として育成すべき中心的

な経営体の取組について優先する。 

        例）後継者を有する経営、法人化している経営を優先  

 ② 機械導入による波及効果の評価 

  （受益の範囲の視点） 
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中心的な経営体の取組による受益の範囲が大きい取組を優先する。 

       例）・飼料収穫機を導入する取組の場合、コントラクターや他農家の飼料 

        生産作業を受託する中心的な経営体の取組を優先 
      ・ほ乳ロボットの導入の場合、哺育施設を共同で効率的に利用するた 

      め、複数の繁殖経営が利用するほ乳ロボットの導入を優先 等 

  （取組の先進性・技術の普及の視点） 

地域的な取組を前提として、中心的な経営体の取組の先進性及びその地域へ

の普及の期待度の高い取組を優先する。 

        例）・地域で初めて導入する、又は導入実績の少ない機械であり、その普  

            及を図るための地域によるサポート体制を有する取組を優先 

      ・機械導入による効果を確認するために、研究機関や農協等への飼養 

      管理データの提供等を行う取組を優先 等 

  ③ 都道府県独自の課題の視点 

都道府県は、地域の課題を踏まえ優先すべき視点を示すことができる。 

 

３ 成果目標との関係 

 

 本事業で機械を導入したことがある取組主体において、新たに導入を希望する場合

は、機械を導入した時に設定した成果目標を達成していることを確認した上で、その

目標の達成状況を考慮して優先順位を付すものとする。 

 なお、成果目標を達成していない取組主体に対しては、導入希望の見直しについて

助言できるものとする。 

 

４ 効果的な支援の実施（留意点） 

 

中心的な経営体の取組が十分に機能することが、畜産クラスター計画の実現にとっ

て重要であるため、優先順位の決定にあたり、次に留意すること。 

① 施設整備を行う取組（補助事業の活用の有無を問わない）との整合性 

② 複数機械導入の効果（複数機械をまとめて導入した方が効果的である場合は一

体的に扱う） 

③ 画一的な上限配分額の設定や過去の実績による調整を排除 

④ 所属する団体その他の理由により公平性を欠くことがないように留意 

 



別記様式第１号

○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）参加要望書　（※１）　　

〇優先順位の考え方（どのような視点から協議会内の優先順位を決定したのか記入してください。）

貸付主体から借受を
行う場合の取組主体

成果目標 成果目標値

① ② ③
現状値（①
×②×③）

① ② ③
目標値（①
×②×③）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

合計 0 0

※１ 要望調査回を記入。

※２ 都道府県の意見を反映した機械装置ごとの優先順位とし、同一順位は不可（電子媒体で提出の際はセルの変更もしないこと）。なお、機械装置と各種アタッチメント等を一体的に導入したい場合には、優先順位は連番とし、備考欄に「○番と一体的導入」と記入。

※３ 飼料増産優先枠を利用して機械装置を導入する場合は○を記入。

※４ 省エネ優先枠を利用して機械装置を導入する場合は◯を記入。

※５ 経営転換推進枠を利用して機械装置を導入する場合は◯を記入。

※６ 畜産経営基盤継承支援事業と一体的に機械装置を導入する場合は◯を記入。

※７ 施設整備との一体性は、機械装置の導入に併せ、当該年度内に畜舎等施設整備を行う場合とし、「活用事業」は１（畜産クラスター事業）、２（他の事業）、３（自己資金）のいずれかの番号を記入。また、「整備時期・内容」に施設名、整備予定年月を記入。

※８ 畜産クラスター計画の中心的な経営体に位置づけられている場合は〇、同計画を申請中の場合は△を記入。

※９ 取組主体の場合にあっては取組主体氏名を、貸付主体の場合にあっては組織名を記入。

※１０ 認定農業者については「認定」、新規就農者については「新規」、認定農業者・新規就農者に該当する２者以上で構成する集団については「集団」、その他の場合は「団体等」と記入。飼料生産受託組織等については１（面積拡大）、２（収穫量増加）、

３（飼料自給率増加）を記入し、複数の場合は１・２、１・３、２・３、１・２・３と記入。

※１１ 飼養区分は「酪農」、「肉用牛（肥育）」、「肉用牛（一貫）」、「肉用牛（繁殖）」、「養豚」、「採卵鶏」、「ブロイラー」、「その他家畜」、「飼料受託等」を記入。複数にまたがる場合には当該機械装置を主に利用する畜種等を記入。なお、「その他家畜」の場合は備考欄に飼養畜種を記入。

※１２ 飼養頭数は飼養区分に応じた現在の総頭羽数を記入（事業区分２の事業を除く）。なお、酪農について「搾乳牛頭数」、肉用牛については「繁殖雌牛頭数」、養豚について「母豚頭数」を内訳として記入し、その他の家畜又は該当がない場合は記入不要。

※１３ 協議会において確認の上、記入。

※１４ 規模・数量が妥当である場合は〇を記入。

※１５ 既存の機械装置がある場合は○を記入。

※１６ 導入の必要性について記入（複数可）。

※１７ クラスター計画に記載しているテーマのうち、取り組むテーマ（ⅰ：新規就農の確保、ⅱ：担い手の育成、ⅲ：労働負担の軽減、ⅳ：飼養管理の改善等を通じた収益力の強化、ⅴ：国産飼料の拡大、ⅵ：畜産環境問題への対応、ⅶ：既存の生産基盤の有効活用、ⅷ：経営資源の継承）の番号

を記入（複数の取組を行う場合は、該当する全ての番号を記入すること）。

※１８ 補助対象機械装置の法定耐用年数を踏まえ、「1：販売額の５％以上の増加」、「２：生産コストの５％以上の削減」、「３：農業所得又は営業利益の５％以上の増加」、「４：自給飼料収穫量又は利用量の５％以上の増加」（飼料生産受託組織等に限る。）、

「５：国産飼料の給与割合を34％以上」（飼料増産優先枠で機械を導入する者に限る）、「６：電力使用量又は燃料使用量の５％以上の削減」（省エネ優先枠で機械を導入する者に限る）、「７：経営転換」（経営転換推進枠で機械を導入する者に限る）、「８：収益の５％以上の向上」（畜産経営基盤継承支援事業で施設整備と一体的に機械を導入する者に限る。）のいずれかを設定し、番号を記入。

なお、経営区分が大規模経営の場合、番号１～４については５％を８％に読み換える。

※１９ 成果目標の算定根拠に用いた頭数、出荷数量、単価等の値を①から③の欄に記入の上、備考欄に①から③の名称及び計算方法等を記入。

※２０ 算定根拠として飼養頭羽数の増加、出荷数量の増加、販売額の増加等を具体的に記入。

※２１ 成果目標値は、定量的かつ検証可能な算定根拠を設定し、クラスター協議会において、現状値及び目標値の根拠となる資料を保管。成果目標値は、増加（削減）率（％）＝｛（事業実施翌年度の値－事業実施前年度の値）／事業実施前年度の値｝×100（％）を記入。

ただし、飼料増産優先枠の成果目標については、総飼料給与量に対する国産飼料給与量とし、現状値を下回らないこと。省エネ優先枠の成果目標値については、前年同月比の値による削減率とする。

※２２ 協議会において、過去に本事業を実施した際の成果目標の達成状況として、達成している場合は「○」を、未達成の場合は「×」を、導入していない場合は「－」を記入。ただし、複数の目標を設定している場合は未達成の場合を優先して記入。

※２３ 従業員数は、正規雇用者数（ただし、経営主の親、子、兄弟姉妹及び配偶者を除く。）を記入。

※２４ 経営規模の区分は、正規雇用者数が常時６人以上（実施要領別紙２の第８の２の（１）で規定する家族を除く。）の経営体、常時農業従事者若しくは家族以外の者が議決権を有する株式会社又は常時農業従事者若しくは家族以外の者を社員に含む持株会社に該当する場合は

「１：大規模経営」を記入し、大規模経営に該当しない場合は「２：中小規模経営」の番号を記入。

※２５ あらかじめ中古品を要望することが確実な場合は、備考欄に「中古品」と記載し、「残存期間（法定耐用年数－経過年数）」を記入。

備　考
※２５(　）年度

導入
(　）年度
導入

(　）年度
導入

従業員数
※２３

経営規模の
区分
※２４

補助対象機械装置

取組主体の所在地
（市町村名）

取組主体
要件※１０

飼養区分※１１
飼養頭
羽数
※１２

うち搾乳
牛、繁殖
雌牛、母
豚

機械装置の区分 機械装置名 数量

畜産クラスター協議会名
（都道府県）

（　　　　　）

施設整備との一体性※７

優先順
位※２

飼料増
産優先
枠※３

省エネ
優先枠
※４

畜産経
営基盤
継承支
援事業
との一
体性
※６

活用事業 整備時期・内容

所属
（団体等名）

中心的経
営体確認
※８

取組主体等名
※９

氏名

経営転
換推進
枠
※５

既存の機械
装置の有無
確認
※１５

導入の必要性
※１６

機械価格
A

消費税
B

機械装置導入の妥当性等の確認※１３ 機械装置価格、補助金等

規模・数量
の妥当性
※１４

成果目標の算定根拠　※１９ 成果目標の達成状況　※２２

計
（A+B）

補助率
補助金額
（A×1/2以

内）

クラスター
計画の
テーマ番
号（成果目
標）
※１７

成果目標
の種類
（１～６）
※１８

増加（削減）率
（％）
※２１

算定根拠

※２０

現状値 目標値



別記様式第２号

番　　　号　
年　月　日　

農林水産省畜産局長
第２のただし書きにより選定された事業実施主体
の場合は、基金管理団体の長

事業実施主体の長　

　　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）
　　　実施計画書の承認（変更）申請について（注）

事業内容

（注）：事業実施計画書を添付すること。

合　 計

畜産経営等強化
支援事業

推進指導事業

　畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要領（平成28年１月20日付け27生畜
第1621号農林水産省生産局長通知）別紙２の第５の３の（１）の規定に基づき、関係
書類を添えて承認（変更）申請します。

記

事業内容
参加要望
協議会数
（件）

事業費（円）
備　考

補助金 その他



別記様式第２号－別紙

○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）実施計画書　（※１）　　

貸付主体から借受を
行う場合の取組主体

成果目標 成果目標値

成果目標
の種類
（１～６）
※１６

① ② ③
現状値（①
×②×③）

① ② ③
目標値（①
×②×③）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

合計

※１ 要望調査回を記入。

※２ 飼料増産優先枠を利用して機械装置を導入する場合は〇を記入。

※３ 省エネ優先枠を利用して機械装置を導入する場合は◯を記入。

※４ 経営転換推進枠を利用して機械装置を導入する場合は◯を記入。

※５ 畜産経営基盤継承支援事業と一体的に機械装置を導入する場合は◯を記入。

※６ 畜産クラスター計画の中心的な経営体に位置づけられている場合は〇、同計画を申請中の場合は△を記入。

※７ 取組主体の場合にあっては取組主体氏名を、貸付主体の場合にあっては組織名を記入。

※８ 認定農業者については「認定」、新規就農者については「新規」、認定農業者・新規就農者に該当する２者以上で構成する集団については「集団」、その他の場合は「団体等」と記入。飼料生産受託組織等については１（面積拡大）、２（収穫量増加）、

３（飼料自給率増加）を記入し、複数の場合は１・２、１・３、２・３、１・２・３と記入。

※９ 飼養区分は「酪農」、「肉用牛（肥育）」、「肉用牛（一貫）」、「肉用牛（繁殖）」、「養豚」、「採卵鶏」、「ブロイラー」、「その他家畜」、「飼料受託等」を記入。複数にまたがる場合には当該機械装置を主に利用する畜種等を記入。なお、「その他家畜」の場合は備考欄に飼養畜種を記入。

※１０ 飼養頭数は飼養区分に応じた現在の総頭羽数を記入（事業区分２の事業を除く）。なお、酪農について「搾乳牛頭数」、肉用牛については「繁殖雌牛頭数」、養豚について「母豚頭数」を内訳として記入し、その他の家畜又は該当がない場合は記入不要。

※１１ 協議会において確認の上、記入。

※１２ 規模・数量が妥当である場合は〇を記入。

※１３ 既存の機械装置がある場合は○を記入。

※１４ 導入の必要性について記入（複数可）。

※１５ クラスター計画に記載しているテーマのうち、取り組むテーマ（ⅰ：新規就農の確保、ⅱ：担い手の育成、ⅲ：労働負担の軽減、ⅳ：飼養管理の改善等を通じた収益力の強化、ⅴ：国産飼料の拡大、ⅵ：畜産環境問題への対応、ⅶ：既存の生産基盤の有効活用、ⅷ：経営資源の継承）の番号

を記入（複数の取組を行う場合は、該当する全ての番号を記入すること）。

※１６ 補助対象機械装置の法定耐用年数を踏まえ、「1：販売額の５％以上の増加」、「２：生産コストの５％以上の削減」、「３：農業所得又は営業利益の５％以上の増加」、「４：自給飼料収穫量又は利用量の５％以上の増加」（飼料生産受託組織等に限る。）、

「５：国産飼料の給与割合を34％以上」（飼料増産優先枠で機械を導入する者に限る）、「６：電力使用量又は燃料使用量の５％以上の削減」（省エネ優先枠で機械を導入する者に限る）、「７：経営転換」（経営転換推進枠で機械を導入する者に限る）、「８：収益の５％以上の向上」（畜産経営基盤継承支援事業で施設整備と一体的に機械を導入する者に限る。）のいずれかを設定し、番号を記入。

なお、経営区分が大規模経営の場合、番号１～４については５％を８％に読み替えるものとする。

※１７ 成果目標の算定根拠に用いた頭数、出荷数量、単価等の値を①から③の欄に記入の上、備考欄に①から③の名称及び計算方法等を記入。

※１８ 算定根拠として飼養頭羽数の増加、出荷数量の増加、販売額の増加等を具体的に記入。

※１９ 成果目標値は、定量的かつ検証可能な算定根拠を設定し、クラスター協議会において、現状値及び目標値の根拠となる資料を保管。成果目標値は、増加（削減）率（％）＝｛（事業実施翌年度の値－事業実施前年度の値）／事業実施前年度の値｝×100（％）を記入。

ただし、飼料増産優先枠の成果目標については、総飼料給与量に対する国産飼料給与量とし、現状値を下回らないこと。省エネ優先枠の成果目標値については、前年同月比の値による削減率とする。

※２０ 協議会において、過去に本事業を実施した際の成果目標の達成状況として、達成している場合は「○」を、未達成の場合は「×」を、導入していない場合は「－」を記入。ただし、複数の目標を設定している場合は未達成の場合を優先して記入。

※２１ 従業員数は、正規雇用者数（ただし、経営主の親、子、兄弟姉妹及び配偶者を除く。）を記入。

※２２ 経営規模の区分は、正規雇用者数が常時６人以上（実施要領別紙２の第８の２の（１）で規定する家族を除く。）の経営体、常時農業従事者若しくは家族以外の者が議決権を有する株式会社又は常時農業従事者若しくは家族以外の者を社員に含む持株会社に該当する場合は

「１：大規模経営」を記載し、大規模経営に該当しない場合は「２：中小規模経営」の番号を記入。

※２３ あらかじめ中古品を要望することが確実な場合は、備考欄に「中古品」と記載し、「残存期間（法定耐用年数－経過年数）」を記入。

No.
目標値

省エネ
優先
枠
※３

飼料
増産
優先
枠※２

畜産ク
ラス
ター協
議会
名

都道
府県

取組主体等名
※７

飼養頭
羽数※１
０

取組主体
要件※８

飼養区
分※９

取組主体の所在
地（市町村名）

氏名

経営
転換
推進
枠※４

中心的経
営体確認
※６

畜産
経営
基盤
継承
支援
事業と
の一体
性
※５

所属
（団体等
名）

備　考
※２３導入の必要性

※１４

既存の機械
装置の有無
確認
※１３

規模・数量
の妥当性
※１２

数量

機械装置価格、補助金等

クラスター
計画の
テーマ番
号（成果目
標）
※１５

機械価格
A

消費
税
B

計
（A+B）

補助率
補助金額
（A×1/2以

内）

成果目標の達成状況　※２０成果目標の算定根拠　※１７

現状値 従業員数
※２１

経営規模の
区分
※２２算定根拠

※１８

増加（削減）率
（％）
※１９

(　）年度
導入

(　）年度
導入

(　）年度
導入

補助対象機械装置 機械装置導入の妥当性等の確認※１１

機械装
置名

機械装置の区分

うち搾乳
牛、繁殖
雌牛、母
豚



別記様式第３号

年　月　日　

事業実施主体の長　殿

畜産クラスター協議会会長　

　　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）
　　　参加申請書（注）

１　取組主体等名

　※転貸の場合は両方記入すること。

２　申請の概要
購入
方式

リース
方式 備考

　※購入方式又はリース方式欄のいずれかに○印をつけてください。

　※本様式は、取組主体の申請ごとに添付すること。

　（注）：対象となる以下の資料を添付すること。

　　　別記様式第３号－別紙１

　　　別記様式第３号－別紙２（別紙３－１及び別紙３－２）

　　　別記様式第３号－別紙４

貸付主体名

優先順位 機械装置名 補助金額（円）

　畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）を下記のとおり実
施したいので、畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要領（平成28年１
月20日付け27生畜第1621号農林水産省生産局長通知）別紙第２の第５の４の
（２）の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。

記

取組主体名



別記様式第３号－別紙１

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）申請内容　　　

畜産における「みどり
のチェックシート」及

び解説書について◎

田（ｈａ） 畑（ｈａ）
飼料畑
（ｈａ）

年間処理
量（ｔ）

受益面積
（ｔ）

※１：取組主体の場合にあっては取組主体の名称又は氏名を、貸付主体の場合にあっては組織名を記入。

※２：数量は、台数、個数を記入（「一式」では記入しないこと）。
※３：地方公共団体の場合は、家畜排せつ物処理施設を利用する畜産農家に係る年間処理量と受益面積を記入。
※４：「◎」の項目は、必要事項を申請内容に記入（「畜産における「みどりのチェックシート」及び解説書について」は、チェックシートの全ての項目に印がある場合は保管状況欄に○印を記入）し、原本を取組主体が保管していることを畜産クラスター協議会が確認した場合、添付書類の提出を省略することができる。なお、「畜産における「みどりのチェックシート」及び解説書について」の全ての項目に印がない場合は当該書類を提出するものとする。
※５：提出する添付書類に○を記入。添付書類は次のとおり。
　１　入札結果を証する書面及び見積書（写し）（申請する補助対象機械装置について一般競争入札した場合）
　２　三者以上の見積書（写し）（申請する補助対象機械装置について見積もり合わせをした場合）
　３　申請する補助対象機械装置のカタログの原本又は販売業者より原本証明されたカタログ（写し）
　４　リース事業者とのリース契約申込書（写し）（リース方式の場合）
　５　定款（写し）（取組主体等が要領で規定する法人の場合）
　６　規約又は共同利用契約書（写し）（取組主体等が要領で規定する集団及び団体の場合）
　７　農業経営改善計画認定書又は青年等就農計画認定書（写し）
　８　都道府県知事の認定を受けた畜産クラスター計画及び認定を証する書面（写し）
　９　知事特認に係る協議書及び認定を証する書面（写し）（知事特認の機械装置を申請する場合）
　10　農業協同組合法第11条の51の規定に定める農業経営規程（写し）（農業協同組合又は農業協同組合が、自ら家畜を飼養する場合）
　11　既存機械の下取りに関する見積書（既存機械の下取りがある場合）
　12　畜産における「みどりのチェックシート」及び解説書について
　13　その他必要な書類（必要がある場合）

11 12 1310特認年月日 内容（簡潔に） 1 2 3 4 5 6 7 8 9保管状況

添付書類　※５

備　考

認定
市町村名

認定日 有効期限
機械装置
の区分

機械装置
名

機械価格
（円）

消費税
（円）

合計

機械価格・補助金額

申請機械
の設置場

所

リース契約相手先　◎
（リース方式の場合は記入）

動産総合保険
（購入方式の場合は記入）

経営規模

借受期間

知事特認の内容　◎

数量
※２

補助金
額（円）

リース会社名 申込日

堆肥の処理状況
※３

保険会社名 保険内容
盗難保険
の有無

飼料作付
面積（ｈａ）

導入機械装置

都道
府県
名

畜産クラスター協議会名
優先
順位

取組主体等名
※１

農業経営改善計画又は
青年等就農計画認定状況　◎



別記様式第３号－別紙２

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業)申請内容に係る添付資料（購入方式）　　

取組主体名：

経過年
数

②

残存年数

（①－②）
※２

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
計

　※１：新品・中古の別は１（新品）、２（中古）のいずれかの番号を記入。なお、中古は残存年数が２年以上の場合に限る。
　※２：新品の場合の残存年数は法定耐用年数となる。

機械価格
A

（円）

消費税
B

（円）

計

（円）

下取り機械
価格

C
（円）

No

補助対象機械装置の概要 機械装置価格、補助金等

機械装置の
区分

補助機械装置名

新品・中
古の区

分

※１

法定耐
用年数

①

中古機械の場合

型式

下取りに係
る消費税

D
（円）

計

（円）
補助率

補助金額
（（A－Ｃ）×1/2

以内）
（円）

販売業者 数量



別記様式第３号－別紙３－１

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業)申請内容に係る添付資料（リース方式）　　

取組主体名：

経過年
数

②

残存年数

（①－②）
※２

1  1/2
2  1/2
3  1/2
4  1/2
5  1/2
6  1/2
7  1/2
8  1/2
9  1/2
10  1/2
計
　※１：新品・中古の別は１（新品）、２（中古）のいずれかの番号を記入。なお、中古は残存年数が２年以上の場合に限る。
　※２：新品の場合の残存年数は法定耐用年数となる。

No

補助対象機械装置の概要 機械装置価格、補助金等

リース事業者名
計

（円）
補助率

補助金額
（A×1/2以内）

（円）

中古機械の場合

型式 販売業者 数量
機械価格

A
（円）

消費税
B

（円）

貸付期
間

（年）
機械装置の

区分
補助機械装置名

新品・中
古の区

分

※１

法定耐
用年数

①



別記様式第３号－別紙３－２

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業)申請内容に係る添付資料（リース方式）　　

貸付主体名：

経過年数

②

残存年数

（①－②）
※２

1  1/2
2  1/2
3  1/2

小計

4  1/2
5  1/2
6  1/2
7  1/2

小計
8  1/2
9  1/2
10  1/2

小計

　※１：新品・中古の別は１（新品）、２（中古）のいずれかの番号を記入。なお、中古は残存年数が２年以上の場合に限る。
　※２：新品の場合の残存年数は法定耐用年数となる。

計

貸付期間
（年）

機械装置の区
分

補助機械装置名

新品・中
古の区分

※１

法定耐用
年数

①

中古機械の場合

型式 販売業者 数量
機械価格

A
（円）

リース事業者名No
貸付主体から借受を行
う場合の取組主体名

補助対象機械装置の概要 機械装置価格、補助金等

消費税
B

（円）

計

（円）
補助率

補助金額
（A×1/2以内）

（円）



別記様式第３号－別紙４（購入方式・リース方式共通）

事業実施主体の長　殿

　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）参加申請書
　　及び当該申請に係る確認書

組織名

役職

※　購入方式の場合の下取り機械装置の補助事業等の取扱いは、「補助事業等における精算の取扱いについて」（昭和57年10月26日

　付け57経第1702号）に関する取扱いによる。

※　処分制限期間は、導入した機械装置の耐用年数期間をいう。

※　処分とは、補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、廃棄し、又は担保に供することをいう。

※　耐用年数は、「原価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年3月31日大蔵省令第15号）」に準ずる。

（※取組主体本人の自著とする）

代表者名（※貸付主体の実務責任者の自著も可とする）

取組主体が自著した年月日：　　　　　年　　　月　　　日

導
入
方
式

購入方式の場合 （※協議会の実務責任者の自著とする）

リース方式の場合 （※リース事業者名を記入）

　　ことを承諾します。
　（購入方式のみ）既に所有している機械装置を下取りさせて同種の機械装置を導入する場合は、導入
　　する機械装置の本体価格から当該機械装置の下取り価格を控除した額を補助対象経費として申請し
　　ます。

取組主体名（※法人の場合は法人名・代表者名） 貸付主体（※転貸の場合）

　　容等について事業実施主体の承認を受けます。また、その際、補助金の返還が発生する場合がある

　１　補助金に関係する全ての提出書類において、如何なる理由があってもその内容に虚偽の記載は行
　　いません。
　２　畜産クラスター協議会及び取組主体（貸付主体を含む。以下同じ）は、導入する機械の規模、能
　　力、数量の妥当性及び導入の必要性等について説明責任を負うことを承諾します。
　３　一般競争入札又は３者以上の見積による補助対象機械装置の最低価格を補助対象経費として申請
　　します。また、補助対象経費は補助対象機械装置の本体価格のみであり、それ以外の費用を混同し
　　ていません。
　４　事業実施主体が事業参加申請を承認する以前に、既に発注等を行った場合は補助金の交付対象と
　　ならないことを承諾します。また、補助金の支払いは、機械装置の導入、支払い及び所有権の移転
　　が完了し、実績報告書を提出した後一定期間を要することを承諾します。
　５　補助事業により取得した機械装置を、処分制限期間内に処分しようとするときは、事前に処分内

　また、特に次の事項に対し、相違があった場合は、事業参加承認後であっても補助金の一部もしくは全
部が受給できなくなり、または補助金の支払後においては補助金の一部もしくは全部を返還することを承
諾のうえ、申請します。

畜産クラスター協議会名

　畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）を下記のとおり実施したいので、畜産・酪
農収益力強化総合対策基金等事業実施要領（平成28年１月20日付け27生畜第1621号農林水産省生産局長通
知）別紙２の第５の４の（２）の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
　なお、申請にあたり、交付等要綱、実施要領、業務方法書及び申請マニュアルをよく読み内容を理解し
ました。

取組主体の申請件数 件



別記様式第４号

番　　　号　
年　月　日　

基金管理団体の長　　殿
農林水産省畜産局長　

事業実施主体の長　
基金管理団体の長　

　　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）
　　　実績報告書（注）

（注）

　畜産・酪農収益力強化総合対策基金等事業実施要領（平成28年１月20日付け27生畜
第1621号農林水産省生産局長通知）別紙２の第６に基づき、事業の実績を報告しま
す。

　別添として、事業実施計画の承認（変更）申請時に添付した計画書に
変更箇所を加筆し、変更前後の内容を反映した計画書を添付。



別記様式第５号

番　　　号　
年　月　日　

事業実施主体の長

畜産クラスター協議会会長　      

　　　実績報告書（注）

○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（機械導入事業：対象となる事業名を記入）

成果報告書（注）

　○○年○○月○○日付け○○○第○○○号で事業参加承認通知のあった畜産収益力
強化整備等特別対策事業（機械導入事業）について、畜産・酪農収益力強化総合対策
基金等事業実施要領（平成28年１月20日付け27生畜第1621号農林水産省生産局長通
知）別紙２の第８の３の規定に基づき別紙（注：対象となる別紙の番号を記入）の
「○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）成果報告」を
別添のとおり報告します。



別記様式第５号－別紙１

　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）　成果報告　　

成果目標 成果目標値

① ② ③
現状値（①
×②×③）

① ② ③
目標値（①
×②×③）

① ② ③
実績値（①
×②×③）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※１ 飼養区分は「酪農」、「肉用牛（肥育）」、「肉用牛（一貫）」、「肉用牛（繁殖）」、「養豚」、「採卵鶏」、「ブロイラー」、「その他家畜」、「飼料受託等」を記入。複数にまたがる場合には当該機械装置を主に利用する畜種等を記入。なお、「その他家畜」の場合は備考欄に飼養畜種

を記入。

※２ 飼養頭数は飼養区分に応じた事業実施前と事業実施後の総頭羽数を記入（事業区分２の事業を除く）。なお、酪農について「搾乳牛頭数」、肉用牛については「繁殖雌牛頭数」、養豚について「母豚頭数」を内訳として記入し、その他の家畜又は該当がない場合は記入不要。

※３ 購入・リースの別は１（購入方式）、２（リース方式）のいずれかの番号を記入。

※４ 新品・中古の別は１（新品）、２（中古）のいずれかの番号を記入。なお、中古は残存年数が２年以上の場合に限る。

※５ 残存年数は、法定耐用年数から経過年数を差し引いた年数を記入。

※６ クラスター計画に記載しているテーマのうち、取り組むテーマ（ⅰ：新規就農の確保、ⅱ：担い手の育成、ⅲ：労働負担の軽減、ⅳ：飼養管理の改善等を通じた収益力の強化、ⅴ：国産飼料の拡大、ⅵ：畜産環境問題への対応、ⅶ：既存の生産基盤の有効活用、ⅷ：経営資源の継承）

の番号を記入（複数の取組を行う場合は、該当する全ての番号を記入）。

※７ 補助対象機械装置の法定耐用年数を踏まえ、「1：販売額の５％以上の増加」、「２：生産コストの５％以上の削減」、「３：農業所得又は営業利益の５％以上の増加」、「４：自給飼料収穫量又は利用量の５％以上の増加」（飼料生産受託組織等に限る。）、

「５：国産飼料の給与割合を34％以上」（飼料増産優先枠で機械を導入する者に限る）、「６：電力使用量又は燃料使用量の５％以上の削減」（省エネ優先枠で機械を導入する者に限る）、「７：経営転換」（経営転換推進枠で機械を導入する者に限る）、「８：収益の５％以上の向上」（畜産経営基盤継承支援事業で施設整備と一体的に機械を導入する者に

限る。）のいずれかを記入。なお、経営区分が大規模経営の場合、番号１～４については５％を８％に読み替えるものとする。

※８ 成果目標の算定根拠に用いた頭数、出荷数量、単価等の値を①から③の欄に記入の上、備考欄に①から③の名称及び計算方法等を記入。

※９ 算定根拠として飼養頭羽数の増加、出荷数量の増加、販売額の増加等を具体的に記入。

※１０ 実績値（価格補正後）については、外的要因を排除するための価格補正を行った場合に補正した算定根拠を記入するとともに、備考欄に価格補正の内容を記入。

※１１ 成果目標値は、定量的かつ検証可能な指標を設定し、クラスター協議会において、現状値及び目標値の根拠となる資料を保管。

※１２ 成果目標値は、増加（削減）率（％）＝（（事業実施翌年度の値－事業実施前年度の値）/事業実施前年度の値）×100（％）を記入。ただし、飼料増産優先枠の成果目標については、総飼料給与量に対する国産飼料給与量とし、現状値を下回らないこと。省エネ優先枠の成果目標値については、前年同月比の値による削減率とする。

※１３ 外的要因を排除するための価格補正を行う場合には、補正計数（事業実施前の価格/目標年度の価格）を用いて算出。

※１４ 従業員数は、正規雇用者数（ただし、経営主の親、子、兄弟姉妹及び配偶者を除く。）を記入。

※１５ 経営規模の区分は、正規雇用者数が常時６人以上（実施要領別紙２の第８の２の（１）で規定する家族を除く。）の経営体、常時農業従事者若しくは家族以外の者が議決権を有する株式会社又は常時農業従事者若しくは家族以外の者を社員に含む持株会社に該当する場合は

「１：大規模経営」を記入し、大規模経営に該当しない場合は「２：中小規模経営」を記入。

取組主体
取組主体の
所在地

No.

法定耐
用年数

①

購入・
リースの
区分

※３

うち搾乳
牛、繁殖
雌牛、母
豚

うち搾乳
牛、繁殖
雌牛、母
豚

飼養
区分

※１

従業員数
※１４

経営規模の
区分
※１５

備　　考

畜産クラスター協議会名（都道府県） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　）

飼養頭数※２ 補助対象機械装置

事業実施前 リースの場合

機械装置の区

分リース事業
者名

貸付期
間
（年）

残存年数

（①－②）
※５

経過年
数

②

新品・中
古の区
分

※４

目標値
（事業実施翌年度の実績値）

※11

成果目標の算定根拠　※８ 成果検証値

事業実施後 中古機械の場合

実績値
（事業実施
翌年度）

増加（削減）
率（％）
※１３

実績値
（価格補正後）

※１０
算定根拠
※９

増加（削減）
率（％）
※12

現状値
（事業実施前年度）

※11

成果目標
の種類
（１～６）

※７

クラスター
計画の
テーマ番
号（成果目
標）

※６

機械価格
（円、税抜）

数量機械装置名



別記様式第５号－別紙２

　　○○年度畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業（機械導入事業）　導入機械管理状況報告（購入方式）　　

機械装置の区分 機械装置名 数量
機械価格

（円、税抜）
導入年月日 法定耐用年数 処分制限年月日

稼動時間
（一日当たり）

稼動日数
（一月・一年当たり）

確認年月

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※１ 財産管理台帳から必要事項を記載。
※２ 管理状況は、畜産クラスター協議会が確認した直近の状況を記載。

管理状況
備　　考

畜産クラスター協議会名（都道府県） （　　　　　　　）

No.
取組主体

（管理者名）
機械装置の管理（設置）

所在地

購入機械装置 処分制限期間




